
ＬＰガスプラントにおける

防災対策について

２０２０年２月４日
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１．2018・2019年の
主な災害の振り返り
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2018年、2019年の主な自然災害の一覧

近年は災害が多発。特に近年の異常気象の状態化による水害が増加傾向に。
特に、2018年は西日本、2019年は東日本で、ＬＰガス施設にも大きな被害。

時期 種別 災害名等 災害概要

2018年１月 雪害 平成30年豪雪 東北・北陸で豪雪。交通・物流がマヒ

６月 地震 大阪北部地震 大阪府北区、高槻市等で震度６弱

７月 風水害 平成30年７月豪雨 大雨による広域被災（１府10県）

８月 風水害 台風21号 大規模の台風で関西空港等で被害

９月 地震 北海道胆振東部地震 厚真町で震度７、安平町他で震度６強

９月 風水害 台風24号 台風21号と同様に列島を縦断

2019年6月 地震 山形県沖地震 震度６強

6月 風水害 九州南部豪雨 死者２名、約500棟が床上・床下浸水

7月 風水害 台風５号 約800棟が床上・床下浸水

8月 風水害 九州北部豪雨 約5,000棟が床上・床下浸水

9月 風水害 台風15号 千葉県の鉄塔倒壊による93万戸の停電

10月 風水害 台風19号、21号 死者98名。約47,000棟が床上、床下浸水
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2018年７月豪雨（西日本豪雨）の概要

近年に例を見ない記録的大雨と、多くの被害をもたらした自然災害であった。

【天気概況】
太平洋高気圧の影響で梅雨前線が停滞し、台風７号の影響も相まって、特に７月５日から、梅雨前線が活発
化。広範囲で記録的な大雨となった。

【大雨特別警報※の発令】
長崎県、福岡県、佐賀県、広島県、岡山県、鳥取県、京都府、兵庫県、岐阜県、高知県、愛媛県で大雨特別
警報が発表され、2013年に特別警報の運用を開始以来、最多となる計11府県で大雨特別警報が発表された。
※「特別警報」とは、数十年に一度の頻度で発生する災害が予想される場合に発令される警報のこと。

【災害規模】
西日本を中心に多くの地域で河川の氾濫や浸水害、土砂災害が発生し、死者数が200人を超える甚大な災害と
なった。平成に入ってからの豪雨災害としては初めて死者数が100人を超え、また、昭和に遡っても1982年に
300人近い死者・行方不明者を出した長崎大水害（昭和57年７月豪雨）に次いで、多大な被害をもたらす災害
となった。

≪参考≫2019年１月９日現在の内閣府による被害状況集計

重傷 軽傷 程度不明

237 8 123 309 1 6,767 11,243 3,991 7,173 21,296 126 2,403

床下
浸水

公共
建物

その他

人　的　被　害 住　家　被　害 非住家被害

負傷者
死者

行　方
不明者

全壊 半壊
一部
破損

床上
浸水
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ＬＰガスの被害が特に大きかった岡山県・広島県・愛媛県それぞれの特徴

• 岡山県被害の特徴 主な被害は倉敷市真備町の大規模浸水（他地域も災害あり）

【県内ＬＰガス被害報告】（８月２９日現在）
河川決壊による大規模な被害が特徴的。主なものは浸水被害。ガス爆発等の二次災害は報告されていない。
復旧に向けては、家屋のほとんどがリフォームしないと住めないレベルの水害を受けており、供給復旧作業よりもお
客様からの依頼による容器の引き上げ等の対応に追われたケースが多かった。

被害状況 件数等

ガス漏えい（土砂流入、浸水による漏洩等） １２件（全て改善済み）

消費先のＬＰガス設備の冠水 ３，１０４件（閉栓中以外全て復旧済み）

土砂による設備損壊 ５０件

消費先から流出した容器 ４６本

充填所浸水被害（配送センター１か所含む） ３か所

販売事業所の被害 ３か所

ＬＰガス容器流出（詳細別途） 充填所からおよそ１，４００本

【真備町所在の販売所の浸水写真】

・営業車両は避難させたが４台水没

・パソコンや保安台帳は全て水没

・水位上昇時は身の安全を図ること
以外何もできなかった

天井看板まで更に水位は上昇した
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倉敷市真備町におけるハザードマップと浸水区域

倉敷市のハザードマップ
（真備町周辺）

平成３０年７月豪雨災害で浸水した地域
（真備町）

国土地理院ＨＰ
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ＬＰガスの被害が特に大きかった岡山県・広島県・愛媛県それぞれの特徴

【県内ＬＰガス被害報告】（８月２９日現在）
土砂災害による家屋倒壊等の被害が特徴的。県の南部では土石流・土砂崩れが５，０００
箇所以上で発生。ただし、福山市等では浸水による被害が大きい。ガス爆発等の二次災害
は報告されていない。

土砂災害は土砂撤去等に時間が掛かり、立入禁止区域も多い。また呉市では道路が寸断さ
れ孤立状態となったため、被害状況把握が難航。災害発生から約２か月を経過しても被害
状況の未確認世帯数が約１，０００戸存在している。

ただし、家屋倒壊等以外の閉栓中の消費先以外の復旧は確認しており、また未確認のとこ
ろも数字の報告が挙がっては来ていないが閉栓先以外復旧していることは電話で確認して
いる。

• 広島県被害の特徴 県内各所で土石流が発生し土砂災害による家屋倒壊多数

被害状況 件数等

点検必要と判断した消費先 ９５３件（うち、６４４件が倒壊等により長期化）

被害状況未確認件数 ９９２件（８月２９日ようやく終息）

充填所浸水被害 ２か所

販売事業所の被害 １７か所

消費先からの流出容器 軒先流出は４７３本（うち、３８０本回収済み）
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ＬＰガスの被害が特に大きかった岡山県・広島県・愛媛県それぞれの特徴

• 愛媛県被害の特徴 大洲市、西予、宇和島での局地的に甚大な被害

【県内ＬＰガス被害報告】（８月２９日現在）
上記の地域で局地的に甚大な被害が発生。主なものは浸水被害。ガス爆発等の二次災害は報告されていない。
大洲市、西予市は河川氾濫による浸水被害、宇和島は土石流被害

被害状況 件数等

ガス漏えい（土砂流入、浸水による漏洩等） １２件

冠水等による供給停止数 １，１１４件（うち、６８２件が復旧済み）

消費先の供給設備から流出した容器 ４９本（３６本回収済み）

充填所浸水被害 ２か所

充填所等からのＬＰガス容器流出（詳細別途） およそ１，０００本

事務所浸水

充填所
容器浮き上がり



充填所からの容器流出状況 (８月２９日時点）

所有者 本数 回収済み

【岡山県】

矢掛町 充填所 約８００

２３７７本高梁市 充填所 約２００

高梁市 容器集積所 約４００

【愛媛県】

大洲市 充填所 約１０００ ９７４本

①

②
③

④

② ③

①

④

②詳細

＜立地詳細＞

①詳細

④詳細

③詳細

岡山県及び愛媛県内のLPガス充てん所から、約2,４０0本のLPガス容器が流出。
既に約3,300本を回収済。引き続き各県LPガス協会や事業者が回収作業を実施中。
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位置

位置

位置

位置
位置

位置

位置

位置
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【全国ＬＰガス協会の体制】
・７月10日 全国ＬＰガス協会災害対策中央本部設置

→被災地の各県協会等と連携し被害情報の収集等を実施。
・ 11日 ＬＰガス災害対策中央連絡会議 開催

→浸水した調整器など交換を必要とするガス器具の供給体制について、当面の
供給に問題ないことを確認。

【県ＬＰガス協会の体制】
・岡山県、広島県、愛媛県等各県ＬＰガス協会において、７月７日、災害対策本部を設置。
・各県災害対策本部では、被害情報の収集、分析、伝達や関係行政庁、関係団体等の連絡調整実施。
・また、ＬＰガス設備の緊急点検及び災害復旧応援要員の派遣等に関する連絡調整実施（前述の通り、結果的に被災
事業者からの応援要請は特段なかった）。
・この他、ＬＰガスの消費者、住民に対する広報活動（HPで注意喚起、地元マスコミへの広報要請等）など実施。

＜参考１＞岡山県ＬＰガス協会の活動内容
７月７日、洪水による充てん所等からの多数の容器流出を確認したことから、県ＬＰガス協会では、以下のとおり、
各方面に協力要請を行い、班体制を組織し回収にあたった。また、県内の各販売事業者では、通常業務あるいは復旧
作業従事中に容器を発見した場合の回収体制を構築した。（全てを含めて約300人の回収体制）
①海上の捜索依頼、②河口付近を小さい船で捜索、③河川沿いの沿岸をトラックで巡回回収、④香川・愛媛・広
島・兵庫の各協会に沿岸発見時の連絡を要請、⑤消防等への発見連絡の要請、地元マスコミへの広報要請、⑥海上
保安庁への協力依頼

＜参考２＞愛媛県ＬＰガス協会の活動内容

愛媛県ＬＰガス協会では、傘下の各支部単位で回収体制を構築。各支部から数名の応援要員に参集してもらい、合計
約50名の捜索隊を編成し、回収作業を実施。

全国ＬＰガス協会、県ＬＰガス協会では、以下の体制で災害復旧支援を実施。

（参考１）西日本豪雨における全国ＬＰガス協会等の対応
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（参考２）本災害に関する液石法の猶予措置
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写真で見るＬＰガス軒先の被害 （提供：岡山県ＬＰガス協会）
浸水後の軒先の状況
配管とＬＰガス容器を繋ぐ高圧ホースは、従前より災害対応力に優れたガス放出防止型高
圧ホースへの取り換え促進を実施しており、写真のようにＬＰガス容器が転倒してた現場
でのガス漏れ等を未然に防止した。

● 浸水したガスメーター・調整器等は、新品に交換作業を実施し、二次災害を防止した。
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写真で見る充填所の被害状況 （提供：岡山県ＬＰガス協会）
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写真で見る充填所の被害状況 （提供：岡山県ＬＰガス協会）
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写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）
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写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）

流出した充填所風景
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写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）

高梁川の橋の裏側にゴミと一緒に挟まっているＬＰガス容器
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写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）

高梁川の橋の裏側にゴミと一緒に挟まっているＬＰガス容器の回収

作業状況（高梁川）
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写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）

作業状況（高梁川）
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写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）

作業状況（小田川）
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写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）

作業状況（小田川）
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クレーンを手配し、中州から流出容器を引き上げ

作業状況（小田川）

写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）



作業状況（高梁川）

足場の悪い砂地や泥地では
キャタピラー付き運搬具が活躍

段差のある場所からの回収はプロテクター
にロープをくくり引き上げる。（中身の詰
まった容器の場合はウインチを使用するこ
ともあった） 66

写真で見る充填所からの容器流出 （提供：岡山県ＬＰガス協会）

22
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２．日本全体のレジリエンス強化の
取り組み

目的
国内で取り組まれているレジリエンスの大枠を知り
ＬＰガス充填所等の強靭化の必要性を認識する
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国の国土強靭化への取り組みの経緯
 東日本大震災以降の2013年12月4日に「国土強靭化基本法」が成立
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国の国土強靭化基本計画の概要
 全ての基本計画の最上位に位置付けられた重要なもの
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国土強靭化基本計画におけるＬＰガスの位置づけ
• 昨年初めての計画見直しが行われ、ＬＰガスの位置づけが向上 ⇒ 需要開発だけでなく自らも強靭化の努力を行う必要がある。

新・国土強靱化基本計画(平成30年12月14日 閣議決定)

２３
～
２４
頁

第３章 国土強靱化の推進方針
（４）エネルギー
○ 製油所・油槽所の緊急入出荷能力の強化や、国家備蓄原油・製品放出の機動性の確保、
ＬＰガスの国家備蓄量の確保・維持に向けた取組を推進するなど、大規模被災時にあって
も必要なエネルギーの供給量を確保できるよう燃料供給インフラの災害対応能力の強化に
努めるとともに、被災後の供給量には限界が生じることを前提に供給先の優先順位の考え
方を事前に整理する。
また、減少している末端供給能力（サービスステーションやＬＰガス充填所等）の維
持・強化、各家庭や被災時に避難所となる公共施設、学校、災害拠点病院、矯正施設等の
重要施設における自家発電設備等の導入、軽油やＬＰガス等の燃料の自衛的な備蓄等を促
進する。
【法務省、経済産業省、国土交通省、文部科学省、厚生労働省、その他関係府省庁】

２４
頁

○ コージェネレーション、燃料電池、再生可能エネルギー、水素エネルギー、ＬＰガス
等の地域における自立・分散型エネルギーの導入を促進するとともに、スマートコミュニ
ティーの形成を目指す。また、農山村にあるバイオマス、水、土地等の資源を活用した再
生可能エネルギーの導入を推進する。
【農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、その他関係府省庁】

３０
頁

（８）交通・物流
○ ガソリン等の不足に備え、電気自動車、ＣＮＧ燃料自動車、ＬＰＧ燃料自動車・船舶、
ＬＮＧ燃料自動車・船舶など、輸送用燃料タイプの多様化、分散化を図る。
【経済産業省、国土交通省、その他関係府省庁】
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３．充填所等の容器流出防止対策
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１．業界自主基準の見直し

• 改定の背景

【業界自主基準の策定経緯】

東日本大震災後、液化石油ガス事業所は津波被害を受け、高圧ガス設備の
損壊及び多数の容器が流出した。その際に、日本ＬＰガス団体協議会とし
ては再発防止のため業界自主基準として「Ｇ高-002 液化石油ガス容器置
場における容器転落・転倒及び流出防止措置指針」を作成した。

【改定背景】

同措置は、容器置場が浸水し容器が浮上して柵・鎖掛け等を超えて流出し
ない高さを想定して策定されており、それを超える浸水等に関しては適用
範囲外としていたが、今回の豪雨は、適用の範囲外を超える浸水があり、
大量の容器が敷地外に流れ出た。また、その一部は河川を伝い海上まで流
出したことから、同指針の適用範囲を拡大し、敷地外への容器流出を防止
することを主目的とした改定を行う。
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２．実施のポイント①

• 容器置場ごとのリスク分類

容器置場の所属する市町村等のハザードマップ等を確認のうえ、津波・高潮・洪水・河川
決壊による浸水等のリスク（水位）等を確認し、また、自らの容器置場の周囲の状況を鑑
み、自らの容器置場の流出リスクを以下のとおり分類する。

①高リスク容器置場

容器置場の周囲が浸水に耐えうる強度の壁構造、又はシャッター構造又は金網構造等を有
しておらず、かつ、ハザードマップの想定浸水高さが敷地の外壁高さを超えている、また
は、同等程度の高さしかなく浸水時に敷地外への容器流出が想定される容器置場。

②中リスク容器置場

容器置場の周囲が浸水に耐えうる強度の壁構造、又はシャッター構造又は金網構造等を有
しておらず、かつ、ハザードマップの想定浸水高さに比べて敷地の外壁の高さが十分にあ
り、敷地外への流出が想定されにくい容器置場。

③低リスク容器置場
上記以外の容器置場。
⇒容器置場の周囲が浸水に耐えうる強度の壁構造やシャッター、金網等で完全に囲われて
いる場合（周囲だけでなく屋根も含めて囲われている）は低リスク容器置場となる。
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リスク区分別けの解説

【高リスク】
ハザードマップの浸水想定高さの
最大値が敷地の外壁を超える

【中リスク】
ハザードマップの浸水想定高さの
最大値が敷地の外壁を超えない

【低リスク】
ハザードマップ上、浸水が想定されない。
または、プラットフォームが金網や
シャッターで覆われ、流出しない構造。
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ハザードマップの確認の仕方
• 出来る限り２種類のハザードマップを確認

手順
①市町村のハザードマップ（インターネットで○○市 ハザードマップで検索）
↓
②該当河川事務所のハザードマップの確認（インターネットで○○川 ハザードマップで検索）
（河川事務所でも別のハザードマップを策定しているケースがある）
↓
③上記のハザードマップを確認のうえ、より浸水高さのより高いほうの数字を採用する。
（確認方法の例）

【充填所１】の場合、浸水高さ予想は２ｍ以上なので、高リスク容器置場に分類する。

【充填所２】の場合、浸水高さ予想は０．５～１．０ｍであり、充填所の外壁（立入禁止柵）高さが１ｍ以上あれば
中リスク容器置場に分類し、１ｍ以下であれば、高リスク容器置場に分類する。

（参考）土砂災害マップについて

浸水のハザードマップに加えて、充填所等の所在地の土砂災害リスクについても確認し、しかるべき対応の検討等も
行うことが望ましい。

充填所１

充填所２
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• 高リスク等の容器置場に関する流出防止措置の対応を時系列に明確化

 高リスク容器置場の実施事項
・容器置場周囲について浸水に耐えうる強度の壁構造、又はシャッター構造又は金網構造等への設置。
・容器置場周囲に不燃性の網ネットを簾のよう巻き付け、非常時に簾を下してポール等に縛るなども有効な対策
・上記が困難な場合は、網ネットをフック等に固定することで容器の浮上を防止する。

 高リスク対策の実施例

平時

•上記実施を可能とする準備（資機材購入など）

発災予測可能時

•上記措置の実施

緊急時

•措置の最終確認後、避難

置場の周囲を鉄パイプで囲った例 困難な場合、容器全体を網ネット等で容器を囲った例

３．実施のポイント②
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容器置場の周囲に鉄筋を配置

●縦筋は、常時設置だが、横筋

は取り外し可能で、普段は外

している。

●河川氾濫等の危険度が高まっ

た時に、横筋を配置。

●赤線は、ハザードマップの

最大水位

プラットホームに流出防止用の柵設置(例）

【参考】高リスクの対策例



容器置場の周囲を金網フェンスで囲う。

開閉扉を設置し、普段の業務を行う。

プラットホームに流出防止用の柵設置(例）

【参考】高リスクの対策例 34



同地域はで５㍍未満の冠水危険地域となっている。プラットフォーム周囲に網ネット
を上部にスダレ式に設置。普段は開けている。

【参考】高リスクの対策例 35
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（応急対策 鉄網設置例） （応急対策後 防災ネットを設置）

（充填所全体図）

（使用した防災ネット明細）

●上部にネットを付け、
浸水の恐れがある際に
は下部までネットを下
げる。

●ネット下部から容器が
流出するのを防ぐため、
ネットを鉄網と併せて柱
や鉄製ポールに結束バン
ド等で固定する。

【参考】高リスクの対策例
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４．容器台帳管理のポイント

• 容器台帳の二元管理 高リスク置場にあっては発災前のリスト出力

①容器台帳の二元管理
大規模災害時には、事務所を含めて被害にあうことで、容器に関する電子データが破損し
てしまい、その際に流出容器データが不明になるリスクがある。最悪の場合、流出した容
器の管理番号、型式、本数までもが把握できないことになりかねない。
これらの事態に備えて、容器データの管理については、二元管理を行うことが望ましい。

【容器台帳管理の二元化の例示】
【事業者単独による対応例】
電子化されたデータをインターネットのデータ管理（クラウドコンピューティング）等を
活用して保管する。
【他事業所、他事業者を含めた対応例】
本社と支社及び関連会社等で電子化されたデータを二元管理する。

②発災直前の対応（高リスク容器置場での直前の対応）

・万が一、充てん容器が敷地外流出することに備え、敷地内にある容器本数の把握を行う。
具体的には、容器データを紙媒体等に出力を行い、避難時に持ち出しをする準備を行う。
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① 業界流出防止指針の認識状況を調査

② 充填所等のリスク区分の状況を調査（高・中・低）

③ 高リスクの容器置場は、指針に定める流出防止対策を実施状況および予定を
調査。

充填所の

容器置場

（約２，０００箇所）

高リスク

中リスク

低リスク

対策実施状況を
フォローアップ

５．フォローアップ調査の概要

敷地外への流出
リスク無し
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② リスク区分の調査

360件
20%

199件
11%

1224
件
69%

回答件数
1,783件

敷地外流出リスク無し

③対策未実施の高リスク充填所等の対応予定

金網等で

対策

10件
5%

網ネット

等で対策

109件
55%

その他の

対策実施

14件
7%

廃止予定

8件
4%

高リスク

充填所等
199件

39フォローアップ調査の結果（2019年6月30日現在）

このうち１箇所の事業者が
台風１９号で容器流出

① 周知活動の効果を検証するために指針の内容理解状況調査を実施した結果、ほぼ認識
済みであった。

高リスク
対策実施済み

高リスク
（対策準備中）

対策を検討中
（一部暫定的な
対策は実施）

58件
29％

うち４事業所で浸水被害があったが、
高圧ガス容器の流出は発生していない。
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４．台風１９号による再流出以降
の業界への要請



41１．2019年度も同様の事案が発生



42【高圧ガス小委員会資料抜粋】



43

• 経産省の会議である高圧ガス小委員会（10月31
日）、産業構造審議会保安分科会（12月25日）
で本件が討議された。

• ２０１８年に再発防止を徹底させるといいながら、２
年続けて同様の流出事故を発生させている状況につ
いて、各委員からの意見はＬＰガス業界にとって非常
に厳しいものであった。

• 今後も同様の事例が続けば、災害に強いＬＰガスの
政策的位置付けに影響を及ぼす可能性もある。

• 上記のような状況の中で、早急な対策の実施を要請
されている。

２．経産省の委員会等での指摘



44３．本年度の台風１９号を受けての今後の対応

【業界における今後の対応について】
１．台風１９号における流出を受けてのこれまでの取り組みの反省点
ほとんどの事業者が指針に定める対策を実施、または、具体的に計画はしていたが、一

部の事業者にあっては、具体的な対策は検討中など、その取り組みのスピード感には温度
差があった。業界として期限目標を定め対策の取り組みを加速化していく。

２．目標
「対象事業所」に対して、２０２０年６月末を期限とした対策の実施を要請し、再発防

止の徹底を図る。

３．具体的な対応
・対象事業所に対して、上記期限を明記したうえでの対策実施の要請文書の発出、及び、
４７の都道府県協会を通じた対象事業所への個別の対策実施の要請。
（１２月１０日実施済み）
・今回の流出も踏まえて、再発防止に関する講習会等の活動の継続実施。
・関係業界団体への「対象事業所への指導」についての協力の要請。
（１２月１０日実施済み）
・期限内での対策実施を達成するために、３月中を期限として対象事業所への対策状況の
再調査を実施。調査結果において、期限内の実施予定が無い事業者には、個別にフォロー
を行い、確実な対策を促す。
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４．その他
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１．その他の充填所等のレジリエンス対策

• 災害強靭性を高めるため、非常用発電の標準装備等

①中核充填所の整備
ＬＰガスを容器に充填する設備を有する基地。全国約2,200か所にあり、そのうち約340か
所が中核充填所に指定されている。中核充填所には、災害時にも自立的に稼働できるよう
にするため、非常用発電設備、緊急用通信設備、ＬＰＧ車等が配備されている。

②非中核充填所等との連携
中核充填所には、地域的な偏りもあり、業界全体の災害強靭性を高めていくには、非中核
充填所も非常用発電を備えていくなどの災害強靭化の取り組みが期待されている。

③その他の強靭化

充填所のリスクは、充填所ごとに異なる。洪水・内水・高潮・津波・土砂災害・火山など
様々なリスクを想定したハザードマップが策定されており、充填所ごとに自主的な強靭化
の取り組みが求められている。
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• 被害情報について各県および県協会からの報告状況にばらつきがあった。
• 復興時期においても、復旧状況の報告書上の進捗が遅い県があった。

２．西日本豪雨災害におけるＬＰガス被害状況の通報の振り返り

【岡山県】
・初回通報日 ７月 ９日
・被害状況判明日 ７月２４日
被害状況の大きさの割には、他県に比べて迅速な被害情報の収集および定期的な被害報告を受けた。

【愛媛県】
・初回通報日 ７月１０日
・被害状況判明日 ８月２０日
被害状況は局地的であったが、被害状況の判明までの期間が長期化した。被害状況報告は定期的に行われた。

【広島県】
・初回通報日 ７月１７日
・被害状況判明日 ８月２９日

被害状況は大きく、また土砂災害等立入禁止区域が多い状況ではあったが、被害状況判明までの期間が最も長かった。
また、被害状況の報告も定期的行われず情報が入ってこない状況が長期に亘り続いた。
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３．ＬＰガスの災害状況の把握の備え

• ＬＰガス業界における情報収集の困難さ

・都市ガス等に比べて、ＬＰガスはインフラが分断されており、早期復旧可能なエネル
ギーインフラとして「災害に強いＬＰガス」とエネルギー基本計画に位置付けられている。

・その反面、災害時には消費者宅を巡回しなければ、被害概況が把握できない側面があり、
他エネルギーに比べて被害状況把握に時間を要する特性がある。

・また、ＬＰガス販売事業者は約１８，０００者あり、約２００者の都市ガスに比べて、
都道府県協会および支部の被害報告も作業量が多く困難。
・さらには、都道府県協会のマニュアルに定める被害状況報告も協会や支部が要請しなけ
れば、報告が来ないことが多い。

⇒ 災害時に被害情報報告を協会、支部に送るという意識が希薄
⇒ 報告書が都道府県協会ごとに異なり集計が困難

全国統一の報告様式書式を作成し、都道府県協会に全国統一化のお願いを実施中



49

ご清聴ありがとうございました


